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抄録  

目的：本研究は、中小企業において産業保健師が ICT（Web 会議システム）を活用しなが

ら展開する治療と仕事の両立支援プログラム（以下、両立支援プログラム）の有効性を無作

為化比較試験により検証することを目的とした。 

方法：200 名未満の中小企業 22社（各群 11 社）の企業担当者 64名（各群 32 名）、欠損値

のない従業員 541 名（対照群 246 名、介入群 295 名）を分析対象とした。両立支援プログ

ラムは、産業保健師による企業担当者向けのオンライン相談支援と従業員向けの両立支援

セミナーで構成された。両立支援リーフレットを対象群と介入群に配布した。「中小企業に

おける治療と仕事の両立支援に関する認知・姿勢尺度（以下、認知・姿勢尺度）」、心理的安

全性（PS）、ワーク・エンゲージメント（WE）を含む「安心で活きいき働ける職場風土」等

をベースラインとエンドポイント時に尋ねた。エンドポイントからベースラインを引いた

各調査項目の増加量について対照群と介入群を比較分析し、有効性を検討した。 

結果：企業担当者では、３つの下位尺度で構成される「認知・姿勢尺度」のうち、‘専門職の

役割と相談窓口の理解’について、介入群が対照群より有意に増加した（p=0.009）。従業員

では、‘職場での取り組みに関する認知’と‘専門職の役割と相談窓口の理解’の 2 つの下位尺

度と、‘両立支援ガイドラインの認知’について、介入群の方が対照群より有意に増加した

（p=0.006, <.001, <.001）。また、企業担当者と従業員が感じる PSとWEについては、両

群間に差はみられなかった。 

結論：中小企業において産業保健師が ICT（Web 会議システム）を活用しながら進める両

立支援プログラムは、中小企業の企業担当者と従業員の認知・姿勢を高め、中小企業におけ

る両立支援の普及推進に本プログラムが有用であることが示唆された。 

 

 

キーワード：治療と仕事の両立支援プログラム、中小企業、産業保健師、Web 会議システ

ム、無作為化比較試験、復職支援



 

I. 序論 

我が国における従業員規模 300 名未満の中小規模事業所の割合は、全事業所数の約 9 割

を占め、その労働者数は全労働者数の約 8割を占めている 1)。日本は少子高齢化が加速して

おり、生産年齢人口の減少が続く中、中小企業の働き手不足は深刻となっている 2）。医療技

術の進歩により、労働者の約 9 割以上が治療の必要な状態になったとしても働き続けるこ

とを希望している 3)。しかし、がん診断後の離職率が 34%に達する等、病気による離職が社

会的問題となっており 4,5)、特に中小企業における労働力の確保は喫緊の課題である。 

治療と仕事の両立を図るために、厚生労働省は 2016 年に「治療と仕事の両立支援ガイド

ライン（両立支援ガイドライン）6,7)」を策定し、2017 年からは労働者健康安全機構が多機

関・多職種連携に向けて、両立支援コーディネーターの養成を進めており 8)、治療と仕事の

両立支援が注目されている。 

大企業では、常勤産業医や産業保健師を雇用し、疾病管理の一環として早期発見・早期治

療への助言、休職・復職支援、就業上の配慮や職場調整等の健康支援等の治療と仕事の両立

支援を行っている 9)。しかし、中小企業では、産業保健師の雇用は乏しく、両立支援ガイド

ラインの認知度も約 1 割にとどまっている 10-12)。また、両立支援に関する企業内での取り

組みが進みにくく 10,11,13)、病気を抱えた従業員による職場へ申し出がしにくい一因になって

いる可能性がある。これらのことから、病気や治療による望まない離職につながる可能性が

あり、早急な対策が求められる。 

両立支援における産業保健師の役割に関する研究では、がん治療と仕事の両立支援に焦

点を当てた研究が先行して行われている。大企業では、病気を抱える従業員に対して産業医

と連携しながら治療経過に沿った支援が行われており、職場の上司・同僚・人事担当者を含

めた休・復職支援が行われていると報告されている 14-17)。また、常勤産業医が雇用されてい

ない中小企業では、産業保健師が中心となって職場の健康づくりを支援していることが報

告されている 18-20)。中小企業における両立支援の推進においても、産業保健師が役割を果

たしている可能性が考えられる。 

著者らは、中小企業における産業保健師による両立支援の効果に関する研究は限られて

いるため、実証的な研究を行う必要があると考えている。著者らが行った予備調査において、

評価指標として「中小企業における両立支援に関する認知・姿勢尺度（認知・姿勢尺度）」

を開発した 21)。この尺度により、各企業における両立支援の現状や介入効果を測定するこ

とが可能になると期待される。 

長引く COVID-19 禍では、Web 会議システムの普及が進んだ 22)。人的・物的資源の乏し

い中小企業における両立支援を普及推進するためには、Web 会議システムを含む情報通信

技術（ICT）の活用を検討する必要がある。しかし、産業保健師が中小企業で推進する両立

支援プログラムにおいて、Web 会議システムを活用した支援プログラムの効果を検証する

研究は行われていない。 



 

そこで本研究の目的は、中小企業において産業保健師が ICT（Web 会議システム）を活

用しながら進める治療と仕事の両立支援プログラムの有効性について、無作為化比較試験

を用いて検証し、中小企業における両立支援の普及推進に向けた示唆を得ることとした。 

 

II. 方法 

研究デザイン 

研究デザインは、無作為化比較試験とし、国際的ガイドラインである CONSORT 声明に

基づき実施した 23,24)。 

 

参加企業のリクルート 

本研究の参加企業は、経済産業省の健康経営優良法人に認定された、またはそれに準ずる

企業とした。従業員数 20～200 名、建設業、製造業の中小企業の経営者、役員、人事労務担

当者（企業担当者）、ならびに従業員とした。 

無作為化比較試験におけるサンプルサイズの推定については、α＝0.05，検出力＝0.80と

し、合計 320 名以上のサンプルサイズとした。研究参加企業の募集方法は、健康経営優良

法人の企業リストから選定基準に合致する企業を選定し、各企業のホームページの問い合

わせフォームに研究協力の依頼を行った。研究参加に関心を示した企業担当者には、電話で

アポイントを取り、研究協力依頼書の内容を企業担当者に口頭・書面で説明しながら、本研

究の除外基準である産業保健師が雇用されていないことを確認し、研究に参加の意思があ

れば、研究承諾書により研究参加の承諾を得た。 

 

無作為化 

無作為化は企業単位で行われた。無作為化は盲検化が一般的であるが、本研究は看護介入

のため、実現可能な設計ではなかった 25)。参加に承諾した企業は、業種（建設業、製造業）

および従業員規模（20～49 名、50～200 名）で層化し、研究者以外の研究補助者により封

筒法で対照群または介入群へ割り当てた(図)。 

 

介入プログラム 

介入は、大企業や中小企業での両立支援の経験が 10年以上あり、産業保健看護専門家や

両立支援コーディネーター等の資格を持つ産業保健師によって実施された。両立支援プロ

グラムは、産業保健師として 10年以上の経験を持つ 2名の研究者が繰り返し議論し設計さ

れた。予備調査 21)で対象とした企業担当者や従業員、産業保健師やがん専門看護師から得

られたフィードバックを参考に、両立支援マンガや両立支援プログラムを修正した(表 1)。 

介入群の企業担当者へのオンライン相談支援は、月 1 回 60分、5 ヶ月間で 4 回実施した

（表 1）。2 回目と 3 回目の支援では、ベースライン調査の結果に関するフィードバックや



助言、各企業の健康課題や社内資源の見直し等を行った。さらに 4回目には、両立支援を継

続するための社内体制づくりに関して提案し、都道府県に設置されている産業保健総合支

援センター（以下、産保センター）の紹介を行った。2 回目と 3 回目の支援の間に、企業担

当者と従業員が、著者らが開発した「両立支援マンガ」を活用した両立支援に関する 40 分

間の両立支援セミナーを受講した。両立支援セミナーは、オンラインまたは対面の形式で実

施された。 

対照群と介入群のすべての企業担当者と従業員には、両立支援における社会資源に関す

る情報が記載されたリーフレットを配布した。 

 

質問紙調査 

企業担当者ならびに、従業員への無記名自記式質問紙調査は、2021 年 12 月にベースライ

ン調査、2023 年 5月にエンドポイント調査を行った。質問紙は、紙面とWeb 形式を作成し

た。Web による質問紙はGoogle フォームで作成し、その URL を企業担当者にメールで送

り、研究者が直接結果を回収した。紙面による質問紙は、各企業担当者に質問紙を一括して

送付し、企業担当者が配布した。企業担当者は社内に回収箱を設置し、回答済みの質問紙を

返信用封筒で研究者に返送した。 

 

調査項目 

質問紙調査では、業種、従業員規模、性別、年齢、勤続年数、職種、雇用形態等を尋ねた。 

また、ベースラインとエンドポイントのデータリンクのために、生年月日の下 4 桁を尋ね

た。 

 

1) 主要評価項目 

主要評価項目は、著者らが開発した中小企業における両立支援に関する「認知・姿勢尺度

21)」（3 つの下位尺度）とした。 

「認知・姿勢尺度」の１つ目の下位尺度は、『両立支援における職場での取り組みに関す

る認知』等、9項目から構成される。2つ目の下位尺度は、『両立支援における専門家の役割

と相談窓口の理解（専門家の役割に関する理解）』は、‘産業保健師の役割の理解’等、5項目

からなり、3 つ目の下位尺度は、『両立支援に関する姿勢と自己効力感（姿勢と自己効力感）』

は、‘両立支援に関して自主的に行動できると思う’等の 6 項目を、強く思う（5）から、全く

思わない（0）までの 6件法で尋ねた。20 項目の合計点（範囲：0～100 点）を 「認知・姿

勢尺度 」の合計点とし、エンドポイント得点からベースライン得点を引いたものを増加量

とし、主要評価項目とした。 

同様に、「両立支援ガイドラインの認知」については、知らない(1)から、内容までよく理

解している(4)までの 4 件法で尋ね、その増加量を主要評価項目とした。 

 



 

2）副次的評価項目 

「安心して活きいき働ける職場風土」については、心理的安全性（PS）26,27)に関しては、

‘チーム内でミスをしたときに責められない’等の 7 項目について、全くそう思わない(0)か

ら、強くそう思う(5)までの 6件法で尋ねた。また、ワーク・エンゲージメント（WE）28,29)

に関しては、‘仕事をしていて活気が出る’等の 9 項目について、全くない(0)から、いつも感

じる(6)までの 7 件法で尋ねた（日本語版）。また、‘従業員が病気になった時に支え合う雰

囲気がある（支え合う雰囲気）’の 1 項目については、そうではない(1)から、そうだ(4)まで

の 4件法で尋ね、その増加量を副次的評価項目とした。 

 

統計分析 

全項目について基本統計量を算出した。基本属性に関するベースライン時の対照群と

介入群の比較には、ピアソンのカイ二乗検定、フィッシャーの正確確率検定、または T

検定を用いた。ベースライン、およびエンドポイント時の「認知・姿勢尺度」得点に関

する対照群と介入群の比較には T検定を用いた。また、各群内のベースライン時とエン

ドポイント時を比較するために、対応のある T検定を行った。 

統計的有意水準は、両側 p<.05 とした。統計処理はすべて IBM SPSS Statistics Ver.26  

for Windows で行った。 

 

倫理的配慮 

各企業担当者に、研究の趣旨、期間、参加者、介入プログラムの内容、調査項目、機関・

個人情報の匿名化等について口頭・文書にて説明した。研究への協力は任意とし、企業とし

ての研究への協力について書面での承諾を得た。 

また、無記名自記式質問紙調査については、企業担当者や従業員に対し、質問紙の表紙で

研究の趣旨、期間、回答に要する時間、匿名であること等を説明し、自由意思による参加を

求め、質問紙の返送をもって同意が得られたとみなした。本研究は、東海大学医学部臨床研

究審査委員会の承認（21R-127）を得るとともに、UMIN 臨床試験登録システムへ登録し実

施した。 

 

 

Ⅲ.  結果 

本研究への参加を呼びかけた 260 社のうち、28 社（10.8%）が関心を示し、23 社が参

加に承諾したが、1 社が脱落した。最終的に、22 社（95.7%）の協力を得て、質問紙への

回答に漏れがなく、ベースラインとエンドポイントでマッチングすることができた企業担

当者 64名（対照群 32 名、介入群 32名）、従業員 541 名（対照群 246 名、介入群 295

名）、ベースライン時の回答数を分母とした最終的な有効回答率は、企業担当者が



59.8％、従業員が 39.4％であった(図)。 

1 社あたりの両立支援セミナーの開催回数は、平均 2.5±1.1 回、平均所要時間は 49.5 分

であった。両立支援セミナーの形式は、オンラインが 63.6％、対面が 36.4％であった。 

 

1）参加者の属性 

表２に示したように、業種、従業員規模、性別、年齢、勤続年数、職種、雇用形態は、

対照群と介入群の間に有意差はみられなかった。さらに、Webと紙面調査のそれぞれの有

効回答率にも、有意差はみられなかった。 

 

2）主要評価項目における介入効果 

表 3に示したように、企業担当者では、３つの下位尺度で構成される「認知・姿勢」のう

ち、『専門職の役割と相談窓口の理解』について、介入群が対照群より有意に大きかった

（p=0.009）。 

表 4に示したように、従業員では、『職場での取り組みに関する認知』と『専門職の役割

と相談窓口の理解』の 2つの下位尺度と、「両立支援ガイドラインの認知」について、介入

群が対照群より有意に大きかった（p=0.006, <.001, <.001）。 

 

3）副次的評価項目における介入効果 

表３、ならびに表 4 に示したように、企業担当者と従業員における「安心し活きいき働け

る職場風土」については、PS、WE や‘支え合う雰囲気 ’の増加量について、対照群と介入群

の間に有意な差はみられなかった。 

 

 

IV. 考察 

本研究は、産業保健師が ICT（Web 会議システム）を用いて中小企業の両立支援を推進

できることを実証した初の無作為化比較試験であり、新規性が高い。本研究の成果を解釈し、

今後の一般化可能性について議論する。 

 

主要評価項目に関する企業担当者への介入効果 

企業担当者への介入効果は、「両立支援に関する認知・姿勢」の下位尺度である『専門家

の役割の理解』において示された。企業担当者が産業保健師と連携して両立支援の趣旨や流

れを理解し、産業保健師の役割や支援内容と相談窓口の認知が促進された結果であり、介入

効果が期待通りだったことが示された。 

一方、「両立支援に関する認知・姿勢」の下位尺度のうち、『職場での取り組みに関する認

知』、『姿勢と自己効力感』、および「両立支援ガイドラインの認知」に関する企業担当者へ

の介入効果がみられなかったのは、サンプルサイズが少なかった影響が考えられる。また、



対象企業が健康経営優良法人に認定された、またはそれに準ずる企業であり、もともと企業

担当者は両立支援への関心が高かった可能性が考えられる。また、質問紙調査等を通じて、

企業担当者が情報入手先を学習し、職場での取り組みに関する情報や両立支援ガイドライ

ンに関する知識を自ら得ることができたため、介入による更なる改善は期待できなかった

と推測された。 

 

主要評価項目に関する従業員への介入効果 

従業員への介入効果は、「認知・姿勢」の 3つの下位尺度のうち、『職場の取り組みに関す

る認知』、『専門職の役割に関する理解』の 2 項目、および「両立支援ガイドラインの認知」

にもみられたことから、両立支援の趣旨を伝える 1 回の両立支援セミナーではあったもの

の、十分な効果があったことが示唆された。両立支援セミナーで使用した両立支援マンガは、

両立支援ガイドラインを参考に、両立支援の一連の流れを体現する産業保健師が、医療機関

と職場が情報や認識を共有しやすいように医療用語の翻訳を含め病気を抱える従業員自身

や企業担当者、職場への支援を行う様子が描かれていた。 

一方、従業員の『姿勢と自己効力感』については介入効果が認められなかったことから、

従業員の自己効力感を高めるには 1 回の両立支援セミナーでは不十分であり、従業員と産

業保健師の関係性が十分に構築されていなかったため介入効果が得られなかった可能性が

示唆された 30)。セミナー形式について産業保健師による介入効果は、『専門家の役割に関す

る理解』についてのみ、オンラインセミナーよりも対面セミナーの方が有意に大きかったが、

Gayed らの介入研究 31)は、オンラインセミナーよりも対面セミナーの方が理解しやすい可

能性が示唆された。産業保健師と実際に対面することで、専門職の役割を労働者に印象付け

た可能性が推察された。 

 

副次的評価項目に関する介入効果 

産業保健師よる介入が企業担当者や従業員が感じる安心して活きいき働ける職場風土に

影響を与えなかった理由として、COVID-19 禍に課せられた社会的距離により、コミュニ

ケーションの活性化や相互理解を促進するグループワークを介入プログラムに含めること

ができず、介入によってさらなる安心して活きいき働ける職場風土を構築できなかったた

めと推察された。山内らは、協働的風土と両立支援について職場へ申し出る意向（申し出意

図）との関連について報告している 32)。本研究では、職場風土の指標として、心理的安全性

とワーク・エンゲージメントを用いたが、職場風土と申し出意図との関連を明らかにするこ

とについては本研究の目的ではなかったため、今後、検討する必要があると考えられた。 

 

Web会議システムと産業保健師を活用した両立支援プログラムの有用性 

本研究では、産業保健師がWeb会議システムを活用しながら進める介入プログラムの有

効性が実証されたため、産業保健師が活用されることが期待される。 



産業保健師による両立支援における役割特性については、大企業の産業保健師は労働者

の疾病管理について十分な経験を持ち、健康支援の役割を担っている 14-20)。 

しかし、中小企業では、産業保健師の雇用があまり進んでいない 33,34 )。その背景として、

産業医のように従業員規模で選任義務がある等の法的根拠がない。中小企業では産業保健

師の役割機能の認知度が低く直接雇用も負担になる可能性が考えられる。また、無料で利用

できる都道府県に設置されている産業保健総合支援センター等の公的機関の産業保健師は、

各都道府県に平均 1 名程度の配置であり、中小企業の数に比べて少なすぎるのが現状であ

る。しかし、本プログラムでは、Web 会議システムを利用することで、産業保健専門職の

移動時間等の経費を大幅に削減しながら、多くの企業にアウトリーチできる可能性がある

と考えられる。また、両立支援は有償契約ではあるが、労働衛生機関の産業保健師・看護師

の支援の幅を広げ、さらに、Web 会議システムの利用によって、中小企業への両立支援の

普及推進に大きく寄与すると推察される。 

最後に、これまで中小企業では、Web 会議システムの導入が困難であったが、COVID-

19 の感染拡大により顕著に普及した 22)。本研究の結果から、産業保健師が Web 会議シス

テムを活用して中小企業の両立支援を推進することが期待される。また、中小企業における

産業保健師や ICTの効果的な活用を促進するための政府政策の策定が期待される。 

 

研究の限界と今後の課題 

サンプルサイズの設計については、従業員数に合わせた設計が行われた。したがって、企

業規模が 20～200 名程度であれば、企業担当者は 1～3名程度と想定され、企業担当者のサ

ンプルサイズが少なく、企業担当者への介入効果が得られにくかった可能性が考えられた。 

また、本研究は、COVID-19禍に行われたものである。企業への研究協力依頼に対して 9

割程度、研究協力が得られなかったことに関して、もともと物的・人的資源の乏しさに加え、

コロナ禍の中小企業経営への影響や介入研究への負担等があった可能性が考えられた。ま

た、本研究は平時で得られた結果ではないため、今後は、介入プログラムの水平展開を図り

ながら、平時における介入効果の再現性を確認することが必要であると考える。 

 最後に、産業保健師の介入の質については、本研究の介入者は 10 年以上産業保健師とし

て活動し、「産業保健看護専門家」等の資格を取得していることから、経験の浅い産業保健

師では同様の介入効果を得ることが難しい可能性が考えられる。したがって、中小企業にお

いて両立支援を普及・推進できる産業保健師の育成は、ICTを活用しながら教育・研修を行

い、その能力を高めることで実現することが期待される。 

 

V. 結論 

中小企業において産業保健師が ICT（Web 会議システム）を活用して展開する両立支援

プログラムの有効性を、無作為化比較試験を用いて実証することができた。 

企業担当者への介入効果は、「両立支援に関する認知・姿勢」の下位尺度のうち『専門職



の役割と相談窓口の理解』においてみとめられた。 

従業員への介入効果は、「両立支援に関する認知・姿勢」の下位尺度のうち 『職場の取り

組みに関する認知』、および『専門職の役割と相談窓口の理解』の 2 つの下位尺度に加え、

「両立支援ガイドラインの認知」においてみとめられた。 

一方、企業担当者と従業員における「安心して活きいき働ける職場風土」については、介

入効果はみられなかった。 
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表1. 治療と仕事の両立支援プログラムの概要

対照群 介入群 1ヶ月め 2ヶ月め 3ヶ月め 4ヶ月め 5ヶ月め

調査 ○ ○

企業担当者と従業員へ

リーフレットの配布#
〇 〇

企業担当者への4回のオンライン相

談##
ー 〇

企業担当者と従業員への

1回のオンラインセミナー###
ー 〇

# リーフレット: 著者らが開発した両立支援に関するオリジナルリーフレット

## 企業担当者への4回のオンライン相談

      1st: 情報収集、企業の健康課題に関するアセスメントと助言

      2nd: ベースライン調査結果のフィードバック(他社との比較）、 企業担当者のニーズに応じた対応と助言

      3rd: 社内制度や取り組み内容の見直しと提案。病気を抱える従業員に対する主治医への相談方法、職場調整に関する対応等の助言

      4th: 両立支援の継続を可能にするための提案や産業保健総合支援センター等の外部資源の紹介

### 企業担当者と従業員への1回のオンラインセミナー (40分間、両立支援マンガを使用)

Allocation スケジュール
内容

2nd1st 3rd 4th

Baseline Endpoint



 

 

 

 

 

 

 



 

 

表 2. 企業および参加者の属性

n 　(％) n 　　(％) p値

企業 11 (100.0) 11 (100.0)

業種1) 建設業 3 (27.3) 2 (18.2)

製造業 8 (72.7) 9 (81.8)

従業員規模2) 20-49名 5 (45.5) 6 (54.5)

50-199名 6 (54.5) 5 (45.5)

企業担当者 (経営者、役員、人事労務担当者） 32 (100.0) 32 (100.0)

性別2) 男性 23 (71.9) 23 (71.9)

女性 9 (28.1) 9 (28.1)

年代1) 20歳代 0 (0.0) 1 (3.1)

30歳代 2 (6.3) 3 (9.4)

40歳代 7 (21.9) 9 (28.1)

50歳代 16 (50.0) 13 (40.6)

60歳代 7 (21.9) 6 (18.8)

勤続年数3) 〔Mean ± SD〕 0.096

役職2) 経営者・役員 24 (75.0) 20 (62.5)

人事労務担当
8 (25.0) 12 (37.5)

従業員 246 (100.0) 295 (100.0)

性別2) 男性 194 (78.9) 235 (79.7)

女性 52 (21.1) 60 (20.3)

年代2) 20歳代 49 (20.0) 87 (29.4)

30歳代 47 (19.1) 58 (19.7)

40歳代 79 (32.1) 79 (26.8)

50歳代 50 (20.3) 46 (15.6)

60歳代 21 (8.5) 25 (8.5)

勤務年数
3) 〔Mean ± SD〕 0.263

役職
2)

管理職 78 (31.7) 92 (31.2)

一般社員 168 (68.3) 203 (68.8)

雇用形態
2)

正社員 237 (96.3) 278 (94.2)

非正規社員 9 (3.7) 17 (5.8)

SD: standard deviation

1) フィッシャーの正確確率検定

2) ピアソンのカイ二乗検定

3) t検定

0.095

〔11.8 ± 10.5〕 〔10.2 ± 9.0〕

0.897

0.255

0.819

対照群 介入群

1.000

1.000

1.000

0.335

〔25.5 ± 12.9〕 〔20.4 ± 10.7〕

0.177



 

表3. 企業担当者における両立支援に関する認知・姿勢尺度得点の増加量

Mean ± SD Mean ± SD Mean ± SD Mean ± SD p値

両立支援に関する認知・姿勢 (20 項目, 0-100) B(Baseline) 69.0 ± 14.0 71.0 ± 11.1

E(Endpoint) 73.2 ± 11.2 80.2 ± 9.7 a)b)

両立支援における職場での取り組みに関する認知 (9 項目, 0-45) B 29.5 ± 8.9 30.6 ± 7.5

E 31.7 ± 6.4 34.7 ± 5.7 a)

両立支援における専門職の役割と相談窓口の理解 (5 項目, 0-25) B 15.5 ± 4.1 15.4 ± 4.0

E 17.0 ± 3.9 a) 19.0 ± 3.4 a)b)

両立支援に関する姿勢と自己効力感 (6 項目, 0-30) B 23.9 ± 4.2 25.0 ± 3.6

E 24.5 ± 3.7 26.5 ± 3.0 a)b)

両立支援ガイドラインの認知 (1項目, 1-4) B 1.9 ± 0.9 2.2 ± 0.8

E 2.4 ± 0.8 a) 2.8 ± 0.7 a)b)

安心して活きいき働ける職場風土

心理的安全性(7項目, 0-35) B 22.8 ± 5.8 23.6 ± 3.9

E 21.6 ± 5.4 23.5 ± 4.7

ワーク・エンゲージメント (9項目, 0-54） B 36.4 ± 10.8 33.4 ± 13.8

E 36.3 ± 10.0 34.7 ± 12.1

従業員が病気になった時に支え合う雰囲気がある (1項目, 1-4) B 3.3 ± 0.7 3.4 ± 0.7

E 3.3 ± 0.6 3.5 ± 0.6

a) 対応のあるt検定：ベースラインに比べ有意差あり (p<.05)

b) 対応のないt検定:対照群に比べ有意差あり (p<.05)

増加量については、対応のないt検定を実施（*** p<.001, ** p < .01,  * p < .05)

11.3 0.0954.2 ± 12.3 9.2 ±

増加量 (E-B)

対照群(n=32) 介入群 (n=32) 対照群(n=32) 介入群 (n=32)

Allocation

0.340

1.5 ± 3.0 3.7 ± **3.5 0.009

2.1 ± 8.8 4.0 ± 7.0

0.278

0.5 ± 0.7 0.6 ± 0.8

0.6 ± 2.8 1.5 ± 3.8

0.595

0.622

0.419

0.4574.9

0.8

6.9

0.0 ± 0.6 0.1 ±

-0.1 ± 6.6 1.3 ±

-1.1 ± 5.7 -0.1 ±



 

表4. 従業員における両立支援に関する認知・姿勢尺度得点の増加量

Mean ± SD Mean ± SD Mean ± SD Mean ± SD p値

両立支援に関する認知・姿勢 (20 項目, 0-100) B(Baseline) 51.8 ± 15.7 51.9 ± 15.0

E(Endpoint) 57.2 ± 15.6 a) 62.5 ± 14.4 a)b)

両立支援における職場での取り組みに関する認知 (9 項目, 0-45) B 22.8 ± 9.2 23.6 ± 8.9

E 25.3 ± 8.9 a) 28.0 ± 8.2 a)b)

両立支援における専門職の役割と相談窓口の理解 (5 項目, 0-25) B 7.8 ± 5.5 7.4 ± 5.1

E 10.1 ± 5.4 a) 12.4 ± 4.8 a)b)

両立支援に関する姿勢と自己効力感 (6 項目, 0-30) B 21.3 ± 4.5 20.9 ± 4.8

E 21.8 ± 4.1 22.1 ± 4.1 a)

両立支援ガイドラインの認知 (1項目, 1-4) B 1.2 ± 0.5 1.3 ± 0.5

E 1.5 ± 0.7 a) 1.9 ± 0.8 a)b)

安心して活きいき働ける職場風土

心理的安全性(7項目, 0-35) B 19.4 ± 4.9 20.3 ± 4.7 b)

E 19.2 ± 4.7 19.8 ± 4.7

ワーク・エンゲージメント (9項目, 0-54） B 23.6 ± 11.9 23.3 ± 12.0

E 24.3 ± 11.6 23.6 ± 10.8

従業員が病気になった時に支え合う雰囲気がある (1項目, 1-4) B 2.8 ± 0.9 3.0 ± 0.8 b)

E 2.9 ± 0.8 3.0 ± 0.8

a) 対応のあるt検定：ベースラインに比べ有意差あり (p<.05)

b) 対応のないt検定:対照群に比べ有意差あり (p<.05)

増加量については、対応のないt検定を実施（*** p<.001, ** p < .01,  * p < .05)

***

<.001

2.6 ± 6.7 4.3 ±

5.4 11.0 10.6 ±

Allocation 増加量 (E-B)

***

7.8 **

対照群 (n=246) 介入群 (n=295)

±

対照群 (n=246) 介入群 (n=295)

1.2 ±

4.1

12.9

4.3

2.3 ± 4.5 5.0 ±

±

±

5.4

-0.2 ± 3.7 -0.5

0.7 ± 8.1 0.3

0.5 ±

<.001

0.056

0.006

0.3 ± 0.7 0.6 ±

<.001

0.1 ± 0.7 0.0 ±

0.8 **

0.8 0.504

0.292

9.3 0.591

4.4


